
助成申込書 記載要領

管理組合専用電話
専用電話がない場合は、記載は不要です。

融資対象戸数
機構の「融資承認通知書」に記載されている戸数を記入してください。

融資対象工事費
機構の借入申込書の「融資対象工事費」を記入してください（千円未満を四捨五入）。
※借入申込後に対象工事費が変更した場合は、変更後の費用を記入し、その費用を確認できる見積書又は工事
請負契約書の写しを提出してください。

総工事費
機構の借入申込書の「総工事費」を記入してください。
※借入申込後に総工事費が変更した場合は、変更後の費用を記入し、その費用を確認できる見積書又は工事請負契
約書の写しを提出してください。

戸当平均借入希望額
小数点以下を四捨五入してください。
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戸数
お申込みの管理組合に属する実際の戸数を記入してください（融資対象戸数ではありません）。

専有面積
機構の借入申込書に記載した専有面積を記載してください。

敷地面積
管理規約等に記載されている敷地面積を記載してください。

マンション管理状況届出制度（要届出マンションのみ記入）
(P.2参照)

修繕積立金の年間積立額
直近過去１年間又は直近過去の会計期間の積立額とその期間を記入してください。

借入希望額
機構の「融資承認通知書」に記載されている「融資予約金額」を記入してください。



助成申込書 記載要領

耐震改修(旧耐震マンションのみ記入)
耐震改修を未実施の場合は、理由も必ず記入してください。
（理由の例:例①耐震診断の結果、耐震性あり。例②令和６年度に実施予定、など）

申込み時添付書類チェック欄
申込む前に、全てそろっていることを確認してください。

機構融資申込日
機構の借入申込書に押印された受付印の日付を記入してください。

確認済証交付日
提出する書類（確認済証、検査済証、建築確認台帳の記載事項証明書のいずれか）に記載されて
いる確認済証交付年月日を記入してください。

耐震診断(旧耐震マンションのみ記入)

旧耐震基準のマンションについては、耐震診断を対象にリフォーム融資を受ける場合を除き、
耐震診断を実施していることとします。ただし、本制度による申込みが２回目以上の場合は、
簡易な耐震診断※により想定する地震動に対して所要の耐震性を確保していないと判定された
ものは対象外になります。

機構融資実行日
融資金が口座に入金された日(実行済)又は入金予定日(未実行)を記入してください。入金予定日も
未定の場合は未定にチェックしてください。

申込書に関する連絡先
委任状によって、マンション改良工事助成申込が委任されている場合は、管理会社や施工会社等
の連絡先を、委任されていない場合は、理事⾧又は管理組合の連絡先を記入してください。
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管理計画の認定状況（区部市部の場合のみ）
マンションの管理の適正化の推進に関する法律第５条の３に基づくマンションの管理計画認定の
状況を記入してください。
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※簡易な耐震診断とは、マンション耐震化マニュアル（平成19年６月国土交通省）にある、第１次診断法と
同等のものをいいます。

機構申込金融機関
機構融資金償還予定口座の金融機関・支店名及び口座番号を記入してください。

13

※可能な限り、担当者の携帯番号と併せて会社等の固定電話番号も記入してください。


